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して 20世紀末に提唱された Internet of Thingsなどの無線機器群によるネットワークの
概念は、Internet of Everything (IoE)や Internet of Nano Things (IoNT)など、ヒト・モ
ノ・データ・プロセスなど無線機器以外をも包含した一大ネットワーク構想へと進化を遂
げている。この時流から、これまで無線通信の概念には含まれなかった機器・データにさ
えも無線通信技術を応用する必要性が今後更に高まり、その結果として、無線通信用途の
周波数資源に今以上の逼迫が起こり得ることは容易に予測できる。 
今日の周波数資源逼迫の背景に、携帯端末台数や LAN機器数の増大に加えて、それら
の機器が扱うデータ量の大容量化がある。その対処では、これまで周波数・時間・コード
多重化や多値変調方式の開発による効率的な帯域利用の実装、時間変動する無線通信量に
応じて機器側が適切な帯域を選択するコグニティブ無線、多入出力アンテナ技術(MIMO)
による空間効率の向上などが図られてきた。しかし、新規周波数資源を開拓しない限り、
上述の技術開発でさえも将来的な資源枯渇の本質的な回避策とはなりえない。2012 年に
日本国内でそれまでアナログ TV放送用途であった周波数帯域を移動端末用に再割当てす
るなど新規資源確保の動きもある。新規周波数資源の開拓は既存資源の枯渇回避には必須
であり、次世代以降の無線通信インフラ技術の安定供給にとって最重要課題である。 
無線通信用キャリア周波数の高周波化が進んだ現在、新規資源の筆頭候補たるのがテ
ラヘルツ帯（300-3000 GHz）である。テラヘルツ帯は国際電気通信規則（ITR)において、
無線通信等の能動利用に割り当てられていない帯域である。ゆえに、著者はテラヘルツ波
の無線通信応用がもたらすブレークスルーは１）未割当の帯域を広く占有した大容量無線
伝送の実現、２）深刻な無線通信用途周波数資源の枯渇に対して新規周波数資源の開放、
の２つであり、今日の課題の解決として合致するものと考える。 
2010年以降のテラヘルツ無線通信実験の報告では、送信器に比較的大電力を投入した”
マイクロ波発振器と周波数逓倍器とを用いた方式”や”差周波数がテラヘルツオーダとなる
２つのレーザ光を光－電気変換素子に入力する方式”が主流である。また、テラヘルツ帯
の有意な大気減衰量に対して開口アンテナや平行ビームレンズペアによる高指向性化を
図る例が多い。これらの実験系の応用技術には、光ファイバ通信との相補利用による遠隔
地間無線通信インフラや、次世代 HDTV データ伝送などが挙げられる。しかし、これら
の実験系を冒頭に述べた IoE/IoNT機器に搭載することは無線システムを構成する要素デ
バイス数や総消費電力の観点から容易ではない。換言すれば IoE/IoNT機器の台頭によっ
て深刻化する周波数資源枯渇の打開策としてテラヘルツ無線技術を応用するには、送信器
テラヘルツ波生成部の省素子／省電力化が必須である。また、小型送／受信器で構成され
るテラヘルツ無線通信システムであれば、Radio over Fiber技術との接続による高速無線
LAN 構築によって無線通信の伝送速度が有線通信より劣ることで生じるボトルネック、
すなわちデータ伝送速度のラストワンマイル問題の解決も視野に入る。 
以上の観点から、著者はテラヘルツ発振器にボウタイアンテナ集積共鳴トンネルダイ
オード(RTD)を採用した小型無線システムを提案し、本研究では発振器のモデル化・設計
とシステム応用の実現可能性の検証とに主眼を置いた。既に国内外の他機関らによって
RTD 発振器によるテラヘルツ無線通信システムの実現可能性は実験的に示されており、
本研究は、提案システムの産業化・社会実装のために、システムを構成する要素デバイス
性能を”どこまで高め”、”どのように融合していくのか”の体系的な議論、更には設計指針
の確立に主眼を置いている。 
ここで著者は提案システムについて、１）約 140GHz 以上の周波数帯域では伝送線路
上損失が有意な大きさを持つため、送信器は発振器・アンテナ・周辺回路の集積一体化が
必須であり、設計・作製プロセスが複雑化すること、２）RTDのテラヘルツ波 RF出力電
力が無線通信用途に対して不十分なこと、の２つを主要課題とし、これらを解決すべく以
下の打開策の確立を本研究の目的とした。 
１つ目の課題に対して本研究では、集積一体化型発振器の発振／放射特性を全要素デ
バイスの物理動作に基づいて理論予測する解析手法の確立を行う。集積一体化素子の設計
では、素子全体の性能向上を目指した設計指針・技法の確立が必要となる。したがって、
提案素子の試作によって所望の動作の可否を議論する以前に、集積化によって構成要素デ
バイスどうしが互いの動作に及ぼす相互作用をも加味した体系的な動作特性の理論予測
解析手法の確立することは、システム指向のデバイス開発プロセスにおいて集積発振器動
作特性の改良への速やかなフィードバックを可能とする。加えて、その過程で動作物理の
異なる要素デバイスどうしを包括した集積一体化発振器の動作予測のための物理連成解
析手法の確立は必然的に生じるため、集積一体化素子のパフォーマンスに直結する構造／
設計要因の同定が容易となる。 
また、２つ目の課題に対しては弛張発振波のキャリア応用によるテラヘルツ帯総 RF出
力電力の補償を目指した。一般に無線通信では、単一周波数成分を持つ正弦波キャリアを
用いる。他方で、広帯域スペクトルに複数の発振モードを含む弛張発振波をキャリア波と
して広帯域通信に応用できれば、複数の発振モード電力の寄与によって、発振素子の総
RF出力電力の補償が可能となりうる。この総出力電力補償によって、IoNTなどの多ノー
ドで構成される無線ネットワークでレンズ等を用いずに無線通信系を確立することは、テ
ラヘルツ無線通信技術の応用可能性を高める。以上の２つの目的に対して、本研究では３
つのフェーズに分割して弛張波発振器のモデル化・設計とその無線システム応用の実現可
能性の定量評価を行った。以下に３フェーズの内容と本論文の構成、両者の関係を述べる。 
フェーズ１（Component design）ではボウタイアンテナ・周辺回路など個々の要素デ
バイスの特性に関する理論解析を行った。本論文中では、第２章で、広帯域スペクトルを
有する弛張発振波を効果的に生成するために、広帯域アンテナの一種である自己補対ボウ
タイアンテナを放射アンテナとして採用し、その自己補対特性を評価するパラメータを独
自に導入し、ボウタイアンテナの広帯域動作特性の原理および形状制約が与えられたボウ
タイアンテナの広帯域性に関わる構造パラメータを明らかにした。また、その結果に基づ
いたボウタイアンテナの設計指針と得られた知見について述べる。他方で、第３章では、
集積一体化発振器を構成する要素デバイスが発振器の指向性や帯域など放射特性に及ぼ
す影響について明らかにした。それらの影響を踏まえ、実現可能な設計範囲での高指向性
化・高効率化・広帯域化を目指した適切な集積一体化発振器構造の提案を目指した放射特
性解析を行い、発振器・ボウタイアンテナ・周辺回路素子で構成される集積一体化発振器
構造を提案した。 
フェーズ２(Radio design)では、フェーズ 1で設計した集積一体化送信器の発振／放射
特性を個々の要素デバイスの動作物理から予測可能な物理ベース等価回路モデルを確立
した。発振器として採用する RTD とボウタイアンテナとの動作物理は、それぞれ量子電
子輸送と電磁界伝搬とに立脚するため、それらの集積一体化発振器動作の理論予測には、
双方の動作物理を考慮可能な連成解析手法が必須である。本論文中第４章では動作物理表
現の一つとして、送信器構造の等価回路を電磁界伝搬物理に基づいて導出した。続いて第
５章で、同定した回路モデルを用いて集積一体化発振器の非線形発振／放射特性を明らか
にした。第４章で導出した等価回路モデルと既報告の RTD の非線形等価回路とを組み合
わせて、全要素デバイスの動作物理に立脚した集積一体化発振器の動作特性を理論予測し、
広帯域弛張発振モードと素子構造との対応関係および弛張発振波生成による総RF出力電
力の補償可能性について定量的に示した。 
フェーズ３(Link design)では、フェーズ２の結果を元に、著者提案の小型テラヘルツ
無線通信システムのリンクバジェット解析を行い、受信器出力端における信号対雑音比か
ら提案システムの無線通信実現可能性について理論予測した。多モードを有する弛張発振
波の伝搬特性を議論するために、電圧／電界強度ベースのリンクバジェット解析手法を独
自に確立し、弛張発振波に含まれる高次発振モード数や発振器側の素子構造が無線伝送特
性に及ぼす影響を定量的に理論予測した。さらに、従来の単一周波数キャリア波ベースの
無線通信システムを模擬し、提案システムが優位性を発揮できる条件について定量的に述
べた。以上の内容を第６章で述べる。 
以上の第２～６章からなる主題部に加え、第１章では、無線通信における周波数帯域
割当の現状をはじめに述べ、テラヘルツ帯での固体発振素子の発振周波数の変遷およびテ
ラヘルツ無線通信実験系の報告例を示した上で、本研究の位置づけおよび目的について述
べる。また第７章では、本研究で提案した小型テラヘルツ無線システムの設計技法につい
て得られた知見を述べる。加えて、本研究で立ち上げた理論モデルの更なる改良指針と、
今後の研究において着手すべき方針について述べる。 
